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1　はじめに
　わが民法478条は債権の準占有者に善意でなした弁済を有効としているが，この規定はフランス民法
典（ナポレオン法典，1804年）1240条「債権を占有する者（celui　qui　est　en　possession　de　la　cr6ance）
に善意（誠実bonne　foi）で為した弁済（paiement）は，その占有者が後にその名義（t三tre）を剥奪さ
れることがあっても有効である」という規定を承継したものである。このように両法規は，ほとんど
同じ文言で定められているにもかかわらず，わが国の場含には，その法解釈および法適用につき立法
当初はかなり厳格であったのに近時では判例・学説ともに一般にかなり柔軟に解釈され比較的に広く
適用されているのに対して，フランスの場合には，現在でも，かなり厳格に解釈され適用範囲もかな
り狭いものとなっている。この差異は，両国の法の背後に存する社会経済状況や法解釈の尺度方法お
よび法規相互の関係など種々の法的事情が微妙にからみ合って生じているものと思われるが，両法条
をこれまで保持してきた両国の歴史的伝統の差異にも大きく根ざしているものと思われる。
　本報告は，わが民法478条の母法であるフランス民法典1240条の歴史的考察を試みるものであるが，
あわせてわが国の民法478条の沿革を探ることにも相当する。ここでは，その歴史の内，フランス中
世すなわち高期中世と絶対王制ないし旧制度下，および革命期の立法過程等を検討するにとどめた。
それ以前のローマ法については，すでに公表している1）。それ以降については別稿に譲りたい。
　なお，債権占有者（possesseur　de　la　cr6ance）という語は，債権者を中心に債権の占有をみる場合
の用語であるのに対して，標記の表見債権者（cr6ancier　apparent）のそれは，債権者によって作出さ
れた債権の占有状態を信用（croyance）した債務者ないし第三者からみる場合であり，両者はともに
ほぼ同じ問題に関し観点をかえてながめているものである。またローマ法で用いられている誤想債権
者（cr6ancier　putatif）という語も一般には前者と同じ観点に立ち，債権者が自己に債権ありと誤信す
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る場合に用いられていると解されており，これもそれらとほぼ同じ問題についてのものである。
H　高期中世
　フランス中世の前期すなわち封建的荘園時代である高期中世（Haut　moycn　Sge）においては，そ
の前の時代すなわちフランク時代の慣習法にみられたような家長が家族構成員を保護するとともに家
族が連帯して生活をするゲルマン的家族制度が，徐々に解体し少家族化忌，それ．ζともに家族と家族
との取引および責任関係は，個人的取引および責任形態に移行するし，家族の財産もその構成員個人
の財産として取引および相続の対象となってゆく。また，封（fief）も世襲的に子孫に相続され，都
市の再興とともに取引の多様化も生じてくる。取引の形態も，フランク時代に主流であった物的契約
（contrat　re，　contrat　r6el）すなわち契約の双方が現実に物を交付することによって完成するものから，
双方で信約（fidesfacta）と称する儀式的（solennelle）契約を交し，債務の実行を将来に残す方式が多
く使われるようになる2）。
　その一方では，11世紀末頃からロ　一一マ法の研究についてのルネサンス（再生renaissance）が生じ，
ローマ法を実施する南部および中部フランスの制定法地方ばかりでなく北部フランスの慣習法地方で
はユスチニアス（Justinien）皇帝の市民法（ローマ法）大全（Corpus　juris　civilis）（529－534年制定
の法典Code，提要Institutes，学説彙集Diqesteなど）が研究され，制定法地方では，ユスチニアス
法典がテオドシウス法典（Code　Th60dosien，438年）に代って用いられるに至った。慣習法地方にも
ローマ法の教育研究および慣習法の注釈などを通して，それがゆっくりと浸透して行った。
　このローマ法の研究により，また教会法の影響も受け慣習法地方にも債務関係（obligatiOn）が契約
当事者を拘束する法鎖であり，債務の現実的実行が弁済であることなど契約の一般理論が持ち込まれ
るようになった。しかし，この高期中世においては，表見債権者の問題を法の中に持ち込むには至ら
なかったようである。
　この期において最も著名であり，ローマ法および教会法にも精通していたボーマノワール（Philippe
de　Beaumanoir）はボーベイ地方の慣習法書（Coutumes　de　Beauvaisis　1280年頃）において「人は，
｛責務がピェールに対するものであると思い，あるいはピェールが依然としてジャンの代理人（serjans）
またはジャンの事務の管理人（amenistreres）であると思い，あるいはピェールがそれ（債務負担物）
をジャンの所に持って行くことを合意したのだと思うことによって，ジャンに負っているものをピェ
ールに弁済してしまうことがある。この場合のすべて，およびこれと類似する場合において，その人
はピェールに対して，彼がピエールに引渡したものの返還を請求することができる。ピェールがその
請求を認める場合，またはその人によりピェールがそれに対しての証明を受けた場合には，ピェre－一ル
はその返還をしなければならない」と述べている3）。このボーマノアールの法文は，表見債権者への
弁済をその有効性を考慮することなく無効として，債務者が虚偽の債権者とか権限なき者への弁済を
返還できるという救済措置を，あたかも不当利得として認めているにとどまっていると評することが
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できる。
　このボーマノアールの慣習法書は私撰の書であったが，後に慣習法地方の慣習を統一化することを
企てた共通慣習法に強い影響を与えた。そのうちでロワゼル（Antoine　Loysel）の著わした共通慣習
法書（lnstitutes　Coutumiさres，1607年）では，「悪しく弁済する者は二度弁済する」との原則が明記さ
れた4）。この法文は一般に，「ルカに債務を負う者がフランソワに弁済しても，ルカからもう一度弁済
することを，すなわち二度目の弁済の請求を受けることがある」という意味に理解されている5）。こ
のロワゼルの法文は，前記のボーマノアールの法文と軌を同じくするものであると思われる。もっと
も，ロアゼルは，「合意は法律に勝る」6），しかも「牛は角に縛がれ，人は言葉に縛がれる」7）など合意
ないし契約の拘束力を導き出すとともに，それの締結が自由であり，いかなる形式にも依存しないで
存立しうることも明確にしている8）。
皿アンシャン・レジーム
　16世紀になるとフランスでは，ローマ法の研究につき新たなルネサンスが生じた。このルネサンス
は，11・12世紀のそれ，すなわちボローヌ（Bologne）のイルネリウス（Irnerius）が編み出した注釈
によるローマ法の教育研究をなす注釈学派（Glossateurs）やバルトール（Bartole）の実用学派（Post－
glossateurs）とは異なり，ローマの文化をとおして人間本来の姿を回復しようとする人文主義（huma－
nisme）の影響の下に，ローマ法を純歴史的・老証的に研究し，ローマ法の法文の真の意味を探求し
Pt・一マ法の精神や哲学を引き出そうとするものである。その代表作として，クジャス（Jacques　Cujas，
Iacobus　Cujacius）の‘‘Observationes　et　emendationes”やドノー（Doneau）の“Commentarri　juris
civilis”などがある。
　他方では16世紀に慣習法の公式的編纂が各地方で進み，その編纂された慣習法の法文に注釈を施す
ことや，さらにその後に慣習法の統一に向けての動きなども生じた。とくに，その慣習法の注釈書や
パルルマン（最高法院Parlements）の判例の中にローマ法が広く取り入れられるようになるし，ロー
マ法の再編による体系書なども著わされた。これらの資料の中に，表見債権者への弁済を有効とする
説明を見い出すことができる。これは，13世紀以降，教会法の影響を受け契約が単に合意だけで成立
する合意主義（consensualisme）の普及および契約無効理論の確立，封の相続・売却・遺贈などに必
要な領主（seigneur）の許可ならびに忠誠（foi　et　hommage）が徐々に形骸化し17世紀頃になると公証
人（notaire）がその忠誠した旨を帳簿（aveu，　d6nombrement）に記載することですまされるようにな
るなど，所有権移転の簡易化および多様化や契約ないし債務関係の個人的性格の稀薄化および相対化
などが進み，権利等の外形を信用する者の保護の必要性が生じてきたことによるものと思われる。
　アンシャン・レジム（旧制度，ancien　r6gime）期にローマの誤想債権者論を慣習法の注釈の中に明
確に導入したのはダルジャントレ（Bemard　d’Argentr6，　Argentroeus）である。彼はそのブルターニ
ュ地方の慣習法書（1664年）において，夫は妻の財産の管理者であるという法文の注釈として，「慣
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習法によって認められた夫であると信じる誤想夫（maritus　putativus）も妻の財産の管理者（adomin－
strator）であるが，誤想債権者および誤想相続人（heres　putativus）に有効に弁済したものとみなすこ
とができる場合には，その弁済も誤想夫の管理の範囲内であれば有効であると認められる」と言う9）。
この法文の注釈は，債権の占有者ないし表見債権者論の旧制度下の例としてよく取り上げられる。こ
の注釈例は，法律上の夫でない者が，したがって妻の財産の管理権を有しないのに法律上の夫と誤信
し，債務者から妻の債務の弁済を受けるに至った場合であって，そのために第三者ないし債務者も誤信
したものであると理解できる。ドユモラン（Charles　Du　Molin，　Molinaeus）もポンチュー（Ponthieu）
地方の慣習法の注釈として，封の表見相続人による占有およびこの者への賦課租代（cens）の弁済を
有効としているようである1°）。
　その表見相続人への弁済の問題と軌を一にする表見相続人による相続財産の譲渡を有効と認める各
地のパルルマンの判決が18世紀になると明確に現われるに至った。例えば，ルアン（Rouen）パルル
マンの1739年6月17日判決は，未亡人であった死者の相続財産が法律上の推定相続人であるそのいと
こ（従姉妹）に属すべきものであったが，この者が相続財産を保持せず，より遠縁のいとこ（従兄弟）
が相続財産を占有し，その内の土地を第三者に売却してしまったこと，およびその遠縁のいとこも自
己が相続人であることに，またそのことについて第三者も善意であったという例について，その売買
を有効とした11）。
　17世紀後半，自然法の原理を背景にローマ法の法文を分析し理論的に再構成することを目的として
著わされた著作のうち，ドマ（Jean　Domat）の「自然的秩序における民事的法律」（1689年～1694年）
では，「合意（convention）は，二人または複数人の相互の同意（consemtement）によって形成され，
それらの者の問でそれらの者が約したことを実行する法律（10i）を作るところの約務（emgagement）
である」，「合意の慣行（usage）は，市民社会の秩序の自然的追求であり，かつ，神が人々の間に形
成する結合（liaisons）である」，さらに「一般に弁済の語を，金銭の支払を負う者を解放する方法と
してしか理解されていないが，解放のすべての方法を称するものである」，また「債権者と信じて為
した債務者の弁済の有効性を認めない」が，「事務上の管理人（procureur）であると信じた者に債務
者が弁済した場合，実はそうでなかったとき，その弁済は務債者を債務から解放しない。ただし，債
権者がある者に対して受領することを命じ，後にそれを徹回しても，その徹回を債務者が知らなかっ
た場合には，その弁済は良い弁済（bien　payer）であると解されるが，逆に徹回を債務者に知られた
後には悪い弁済（mal　payer）となる」などと述べられている12）。このようにドマは，表見債権者へ
の弁済を有効とすることについては原則的には消極的であったが特別な揚合には，それを認めていた
と理解することができる。良い弁済，悪い弁済は，前述のロワゼルのそれに影響を受けたものと思わ
れる。
　革命期の民法典の編纂者に多大の影響を及ぼしたと一般に言われているポチエ（Joseph－Robert
Pothier）の「債務関係についての概説書」（1761年）における説明については以下に詳しく訳出して
おくことにする。
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　「債務関係（obligations）の語は，現代的広義では義務（devoir）の語と同義であり，これには不完
全な（imparfaites）債務関係と完全な（parfaites）債務関係を含む。不完全な債務関係とは，神（Dieu）
にしか我々が責任を負わないものであり，人に対してその履行を求める如何なる権利も付与しないも
のであると言われている」，「債務関係の語は，より固有の狭義では，完全な債務関係しか含まず，そ
れは我々が契約をした者に対して，我々にその履行を求める権利を付与する人的約務（engagements
personnels）であるとも呼ばれている。人的約務とは，　P一マの法曹家の定義に従い我々が他人にあ
る物を付与し，あることを為し，または為さないことを強制するところの法律上のつながり（1ien　de
droit）すなわち法鎖（vinculum　juris）である」13）。
　「債務関係は，種々の方法によって消滅する。あるいは現実の弁済（paiement　r6el）によって，ある
いは供託（consignation）によって，あるいは相殺（compensation），混同（confusion），更改（novation），
債務の免除（remise　de　la　dette），負われた物の消滅（extinction）によって（消滅する）」，「現実の弁
済は，与えること，または為すことを義務づけられていることの現実的履行である」，「債務関係が，
あることを為すことである場合，その現実の弁済は，為すことを義務づけられていることを為すこと
に存する」，「債務関係が，ある物を付与することである場合，その弁済は，その物の所有権を移転す
ることである」14）。
　「弁済が有効であるためには債権者，または債権者の権限若くは受領資格を有する者に為されなけ
ればならな」，「我々は債権者を，債務者が契約した者自身ばかりでなく，その者の相続人ら，または
その債権の固有名義を承継した者のすべてであると解する」。しかし，「人は，時には，真実の債権者
は別の人であるにもかかわらず，その人が債権者と信ずるに正当理由（juste　sujet）を有する者を債
権者とみなすことがある。この誤想債権者（cr6ancier　putatif）に為した弁済は真実の債権者に為した
場合と同様に有効である。例えば，汝が，汝に帰属しない，封建的または年貢賦課租的従属関係
（mouvances　f60dales　et　censuelles）にある土地を占有している。汝がそれを占有している間に賦課租
または恩恵の支分金（arr6rage）につき為された弁済は，汝が所有者でなく，したがって本来の債権者
でなくとも有効である。真実の債権者が現われ，その土地が返還された場合，その者こそが，．汝が支
払を受けた領主税の真実債権者であるが，汝が支払を受けた者に領主税を請求することは認められな
い。汝に為された弁済は，彼らを解放する。その理由は，占有者はすべて，法律上，真実の所有者が
現われない限り，その者が所持する物の所有者とみなされ，または推定され，債務者は，汝が荘園を
占有していることで，汝が所有者であり，さらに汝が支払われた税の債権者であると信ずることにつ
き正当理由があるからである。彼らの善意が為された弁済を有効にする。より早く知らせることをし
なかったのは真実の所有者のフォート（過失faute）である。同様の理由で，相続財産の債i務者によっ
て相続財産の善意かつ合法的占有者に為された弁済は，相続財産がその占有者に属していなくとも有
効である。ただし，真実の相続人に対しては，その者が現われたとき，相続財産の占有者によって彼
が受領した物につき償い（返還）をさせることができる。さらに強い理由で，限定相続人（h6ritier
b6n6ficiaire）に対して相続財産の債務者から為された弁済は，後にその相続人が，単純相続人（h6ritier
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pur　et　simple）となった血族によって相続から排除されても有効である。それは，その排除によって
限定相続人は相続人でなくなるが，少くとも彼は相続財産の管理人であるし，受領資格を付与されて
いるからである。また，同様にさらに強い理由で，相続人がその相続の承認を，後に撤回する場合で
も，その相続人に為した弁済は有効とせずにはおかない」15）。
　さらに，債権者自身に対するものと信じたのではなくて債権者から付与された権限を有する者であ
ると信じた揚合について，「債権者のために受領する権限を有する者に対して為された弁済は，債権
者自身に為されたものとみなされる。したがって，この弁済は債権者に為された場合と同様に有効で
ある」。しかも，「債権者が付与した権限を撤回した場合，撤回後に為された弁済は有効ではない。た
だし，そのためには，撤回後に弁済した債務者がその撤回を知っていた場合，またはそれを知ること
に充分注意していなかった場合でなければならない。そうでなければ，撤回後であっても，為された
弁済は有効である。受領権限を有する管理人（procureur）が権限を撤回された後に受けた弁済につい
ての錯誤（erreur）は，債務者のフォートとなることが多い」と言う16）。
　そのように，ポチエは，誤想債権者への弁済を有効としているが，これは，ローマ法について一般
に言われる債務者が誤想する揚合でなく，債務者ないし一般第三者が債権者と信ずるに正当理由があ
゜る場合として，すなわち表見債権者の意味で使っていると解することができる。しかも，ポチエの理
論は，表見債権者への弁済を有効とするために，債務者の善意を要求し，その背後に真実債権者のフ
ォートを認めて真実の所有者への帰責根拠を見い出している。さらに，ポチエは，真実の債権者であ
ると信じることに正当な理由がある例として，所有者とみなされる物の占有者と相続財産の合法的な
占有者を挙げているが，これらはいずれも物の占有信頼の保護に基づくものと解することができる。
　後にポチエの所説を支持するものとして，ギィオ（Joseph－Nicolas　Guyot）は，「表見上（en　apPa－
rence）でしか債務者と認められない者を，人は真実の債権者とみなすことがある。〔この場合〕その
者への弁済を有効とせずにはおけない」とし，ポチエと同様の具体例を引用している’7）。
IV　革命期一フランス民法典1240条の立法過程および立法理由
　表見債権者への弁済を有効とする規定は，革命期の共和暦9年芽月（1801年）に，トウロンシュ，
（Tronchet），ボルタリス（Portalis），ビゴ・プレアムヌ（Bigot－Pr6ameneu），マルビル（Malleville）
の4名の政府委員により編纂された民法典草案（Projet　de　Code　civi1）に初めて盛り込まれた。すな
わち同草案の第3巻「所有権を取得する種々の方法」第2編「契約または一般的合意上の債務関係」
の135条として，その第4章「合意上の債務関係の消滅」第1節「弁済と供託」第1款「現実の弁済
（paiement　r6el）」のなかに，現行民法典1240条（1804年に制定されたナポレオン法典）と同一の文言’
で「債権を占有する者に対して善意で為される弁済は，たとえ占有者が後にその名義を剥奪されるこ
とがあっても，有効である」と定められた。この135条は，弁済に関する一般原則を定める134条1
頃「弁済は，債権者または債権者から授権された者，若しくは債権者のために受領することを法律に
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よって許可される者に対して為されなければならない」という規定を修正するものとして，同じくそ
れを修正する134条2項「ただし，債権者のために受領する権限を有しない者に対して為された弁済
も，債権者がそれを追認し，またはそれが債権者の利益となる場合には有効である」という規定とと
もに，134条1項の例外として位置づけられている。これら134条1項および2項は，現行民法典1239
条1項および2項として同一文言で受け継がれている。
　ところで，その共和暦9年草案以前に作成されたカンバセレス（Cambac6rさs）の第1草案（共和暦
2年熱月23日＝1794年8月10目），第2草案（共和暦3年実月23日＝1795年9月9日）およびジャク
ミノ（Jacqueminot）草案（共和暦8年霜月30日＝1799年12月21日）には，表見債権者に関する規定
がない。これらの草案は，弁済受領者（accipiens）についての一般原則として，「債務者は，債権者，
債権者を権限を有する者，受領する資格を有する者に対してでなければ弁済することができない」（カ
ンバセレス第2草案773条）などと定めるにとどまった。
　表見債権者に対する善意による弁済を有効とする1240条に関する立法理由は，次のとおりである。
まず，国務院評定官（conseiller　d’Etat）ビゴ・プレアムヌの共和暦12年雨月7目（1804年1月28目）
の会議における説明がある。すなわち「公平（6quit6）は，弁済が債権を占有する者（celui　qui　6tait
en　possession　de　la　cr6ance）に対して債務者によって善意で為され，この債務者がその者を真実の
債権者（v6ritable　cr6ancier）とみなす（regarder）につき正当理由（juste　sujet）を持つ場合にもな
お，有効であることを要求する。すなわち，その者〔というの〕は，まずは相続財産（succession）の
合法的な占有者（possesseur　16gitime）として貸金（somme　due）の弁済を受領し，かつ，その後に
最近親等の相続人によって剥奪される相続人である」18）。
　さらに，護民院議員（tribu）ジョベール（Jaubert）は，1240条に関して共和暦12年雨月15日（1804
年2月5日）の護民院で次のように報告している。すなわち，「常に第三者（tiers）は，法律の注意
（attention）の特別的対象（objet　sp6cial）である。個人は，〔次の場合に〕債権の表見所有者（prop・
ri6taire　apparent　d’une　cr6ance）である。〔それは〕債務者が善意で債権を彼に弁済し，次いて受領
した者がその名義（titre）を剥奪され，債務が消滅される〔場合である〕。真実所有者（v6ritable
propri6taire）はその剰奪された者に対してでなければ求償権（recours）を持たない。一〔例えば〕
ピエールがポールの相続財産に対して債務者である。この相続財産は遣言に従いジャンにより公然と
占有されている。ピェールはジャンに弁済する。後にジャンは，あるいはその遺言を無効と宣告させ
る自然相続人（h6ritier　naturel）によって，あるいは後の遺贈を有する他の受遺者（16gataire）によ
って相続財産が剥奪される。〔この場合〕ピエールが新たに追求（rechercher）され得るというのは正
当（juste）でない。ただし，ピエールは善意で弁済する必要がある。というのは，ピエールとそれを
受領したジャンとの共謀（collusion）がある場合，真実所有者はその最初の権利を利用することを
〔何ら〕妨げられることがないからである」19）。
　このように立法者は，債務の弁済における債務者と真実債権者との間の公平を図るために表見債権
者への弁済を有効とした。弁済への公平観念の導入は，表見債権者への弁済のほか，1239条2項の受
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領権限を有しない者に対する弁済を債権者が追認する揚合および弁済から利益を得ている場合の有効
性についても図られている。すなわち，ビゴ・プレアムヌは，「債権者によって付与された弁済の追
認は，権限に等しいし，また弁済が自己に利益となるときは弁済を争うことができるとすると不公正
（injuste）である」と説明しているし2°），また，ジョベールは，「債権者のために受領する権限を有し
ない者に対して為された弁済は，次の二っの場合に有効である。すなわち（一）債権者が弁済を追認した
場合：この追認は委任（mandat）に等しい，（⇒弁済が債権者の利益となった場合：自然的公平（6quit6
naturelle）は，人が他人の出費で利得することを許さない。これは“de　in　rem　verso”というローマ
の有名な法を基にしたものと同一の原則である」と言う2D。
　以上のように，立法者は，表見債権者についての具体例として表見相続人ないし表見所有者を挙げ
ている。相続財産と一体となった債権の占有者がその占有を奪われた場合に，その表見状態が生じう
る。すなわち表見債権者というのは真実の債権者とみなす正当理由がある者を一般に描いている。さ
らに，表見債権者への弁済が有効であるための要件として，債務者の善意を要求している。これは，
表見債権者と債務者との共謀を許さないことを一根拠としているからである。
V　おわりに
　以上において，フランス法における表見理論のうちの表見債権者論についてフランス中世から革命
期までの沿革すなわちフランス民法典1240条の立法までの経緯を概観したが，そのなかから次のよう
なことが言える。
　第一に，現行民法典1240条の条文の文言およびその立法理由とアンシャン・レジーム期の判例・学
説とを比較対照したとき，その1240条は，民法典の他の条文などと同様にポチエの学説との相似性か
ら，ポチエの影響を強く受けて成立したものであると再確認せざるをえない。もっともポチエの学説
は，ローマ法の当時のパルルマンの判決の裏打ちがあって輝きを増していたものであるが。
　第二に，ポチエが立てた誤想債権者論に関する前述の所説は，前述のようにローマ法のそれが債権
者の抱だく誤信であると解されることが一般であるのに対し，債務者ないし一般第三者の側からの誤
信であると理解できる点で，いち早く近時の表見債権者論を唱えたものであると評価することができ
る。さらに，ポチエは，債務者等による債権者への信用に正当理由を導入し，信用した債務者と真実
の債権者との利害の調節をはかっている。しかし，その債務者の信用と善意がどのような関係にある
のかについてはポチエの所説からは明らかでない。またその善意の背後に真実の債権者のフォートを
想定しているが，フォートのない場合にどうなるかについては明らかにされていない。
　第三に，ポチエの所説には，債権を生じさせる物の占有および債権も含むとみなされる相続財産の
占有を尊重する場合に正当理由を持った信用を債務者が抱だくことがあることは明らかであるが，
1240条が言う債権の占有という文言はどこにも見当らない。ただし，1240年の立法理由には，債権の
占有ないし債権の占有者の文言がある。立法者は，債権の占有（準占有）をとくに1240条で認めたの
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であろうか，それとも債権の占有を認めないで，前述のとおりギィオが明確に言っているように表見
的（外形的）に債務者とみることができる者と理解していたのであるのかについて疑問が残る。
　最後に，1240条は，立法時に物（土地）の封建的譲与や利用による税としての債権（これは革命的
に撒廃されるが）や相続財産に係わる債権の弁済を具体的に構想し組み立てられたものであると言え
る。その1240条は，物や相続財産の合法的占有がある揚合に債権占有ないし表見債権の状態に達して
いるとみられ，正当性ないし合法性が強調されていることから，その適用範囲が狭くなっているとみ
ることもできる。
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